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報告
非製造業を対象としたライフライ
ン途絶抵抗係数の推計
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Estimation of Resiliency Factor of Non-Industrial Sectors under 
Multiple Lifeline Disruptions

Yoshio KAJITANI * , Hirokazu TATANO * * , Norihiko YAMANO * and 
Yoshiharu SHUMUTA *

　This paper examines the survey results on "resiliency factor" of non-industrial 
sectors.  Resiliency factor represents remaining amount of production under lifeline 
disruptions and reflects not only the amount of lifeline usage but also regional, technical 
and mitigation characteristics of each sector.  Based on the replies to the questionnaire 
in Tokai (Aichi and Shizuoka prefectures) region, resiliency factors of 12 non-industrial 
sectors are estimated.  In addition to the multiple supply-type lifeline disruption cases 
(electricity, water, and gas), communication lifeline disruption case is considered in our 
survey.  It is shown that disaster mitigation measures such as installation of the self-
power generators and the water storage tanks are taken especially in medical service 
and financial-insurance sectors and reflected in the estimated resiliency factor.
　Moreover, the impacts of business interruption period are also surveyed.  Economic 
loss starts to be generated soon after the business stop (average 1.85 days in 
transportation sector) and is expanded to bankrupt if the business interruption lasts for 
a long period (average 30 days in medical service).
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１．はじめに

　これまで筆者らは，製造業を対象に災害時に

おけるライフライン施設（電力，水道，都市ガス）

被害にともなう地域経済への影響を把握するた

めにライフライン途絶抵抗（Resiliency Factor）

の計測を行っている 1）。　ライフライン途絶抵

抗係数は，米国カリフォルニア州における専門

家アンケート調査（ATC-132）（1985 年））がその

発祥であり，ライフライン途絶下における各産

業の操業可能水準を表す指標のことである。こ

の指標は，リサイクル・省エネ技術の進展状況，

エネルギーの代替性や供給源の多様化による災

害対応能力を反映する指標でもあり，産業部門

別に計測することで各部門の災害対策の進展状

況や脆弱性を定量的に把握することが可能であ

る。また，ライフライン途絶抵抗係数は，産業

特性だけでなく，地域特性や時代背景により大

きく異なるとみられ，対象地域ごと継続的な推

計が望まれる。本報告では，前回公表した製造

業を対象としたライフライン途絶抵抗係数に引

き続き，非製造業を対象とした推計結果を得た

のでその内容について報告する。

２．調査の概要

　本報告の調査票，設問内容は製造業の途絶抵

抗係数を分析する際に用いたものとほぼ同様で

ある。すなわち，A．複数ライフライン途絶下

における途絶抵抗係数と，B．生産停止期間の

影響，が主な調査内容となる。

　複数ライフライン途絶下における途絶抵抗係

数（A）を推計するために，各企業の平常時の

生産活動レベルを 1 とした場合のそれぞれのラ

イフライン途絶状況における生産量として，0

から 1 までの 5 段階の値（0，0.25，0.50，0.75，

1，あるいはより正確な数値を記入）で評価する

よう選択肢を設けた。また，梶谷ら 1）の研究で

は回答数の制約により，推計ができていない小

規模自家発電機や貯水タンクによる操業支障の

軽減効果についても，それら効果を考慮した場

合としない場合における生産量を別々に解答す

るよう設問を行った。また，通信インフラへの

依存度を考慮し，通信環境の途絶影響について

も新たに設問項目として加えた。

　一方，生産停止期間の影響（B）に関しては，

仮に生産がストップした状況において，受注分

のキャンセルを行うなど被害が顕在化しはじめ

る生産停止期間について設問した。さらに，本

調査独自のものとして，数ヶ月に及ぶ長期的途

絶の影響を分析する観点から，倒産にいたるま

での生産停止日数についても設問を行った。

　調査票の送付先として，東海・東南海地震の

発生によって大きな被害を受けると予想される

愛知県と静岡県の 3,000 件の非製造業を抽出し，

調査票の配布を行った。非製造業は 12 業種に分

類し，サンプル抽出作業を行った（調査期間：

2004 年 8 月 1 日‐2004 年 8 月 31 日）。ただし，

電気・ガス・水道に関する事業所は含まれてい

ない。回答数は全部で 355 通（回収率約 11.8％）

となった。各産業の県別，産業種別サンプル数

を表 1，従業員規模別内訳を図 1 に示す。

３．非製造業のライフライン途絶抵抗係

数の推計とその特徴

　3.1　ライフラインの利用に関する業種別属性

　業種別属性の調査結果のうちライフライン途

絶抵抗係数に影響を及ぼすと考えられる重要な

ものについて 1 次集計結果を紹介する。まず，

表 2 は各産業のライフライン使用量の中間値を

示しており，医療や運輸のように全てのライフ

表１　サンプルの内訳
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ライン使用量が多いものも存在すれば，その他

公共サービスのように使用量の少ないものなど，

産業ごとに異なった様相を示している。

図１　企業数の従業員数別内訳

図２　電力，水，ガスの供給源

　図 2 は各ライフラインの供給源を示す。ほと

んどの産業が自家発電ではなく系統電力へ依存

している。水の供給源に関しても，上水道など

の系統に依存している割合が大きい産業が多い

が，地下水を 10 ～ 20 パーセント程度導入して

いる産業も運輸，医療をはじめいくつか存在す

る。ガスの供給源としては，系統に依存しない

プロパンガスの割合が大きくなっており，特に
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図３　電力，水，ガスの主な用途として挙げられた項目の集計数の割合

表２　電力（Kwh），水（m3），ガス（m3）の月別

使用量の中間値 1

農林水産業や対個人サービスにおいてプロパン

ガスの導入割合が大きくなっている。

　一方，各産業における電力，水，ガスの用途

を示したものが図 3 に相当する。電力はコン

ピューター関連をはじめ，エレベーター・自動

ドア，空調，ポンプなど幅広く用いられている。

農林水産業，卸売り・小売業，医療，対個人サー

1  調査票記入時の直近の月における使用量。回答のあった対象月は 6 月（33 件），7 月（153 件），8 月（34 件）。
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ビスにおいては，貯蔵庫への利用が比較的大き

な割合を占めている。水はトイレ用水としての

利用が大部分を占めるが，農林水産業や医療で

は洗浄水としての役割を占め，その重要性の高

さがうかがえる。ガスの主な用途は，厨房など

の生活関連であるが，医療では発電用としても

用いられていることが分かる。

　表 3，表 4 は電力や水道の途絶に対する各産

業のミチゲーションの状況を示す。表 3 の UPS

（無停電電源装置）は瞬間的な停電に対応するた

めのものであり，医療や通信を中心に導入され

ていることが分かる。自家発電はサンプル数の

少ない鉱業を除けば，金融・保険や医療におけ

る導入率が高くなっている。水道途絶への対策

としては，表 4 に示すように地下水からの取水，

近くの川や湖からの取水，貯水タンク，ペット

ボトルの買い置きなどのその他に分類して各産

業の対策件数を数え上げた。サンプル数の少な

い鉱業において一事業所当たりの対策件数が多

くなっており，次いで農林水産業や医療におい

て対策が講じられているものと考えられる。停

電や断水による社会的影響が特に大きいと考え

られる医療は停電とともに断水に対しても他産

業に比べて対策が進められている結果となった。

　3.2　途絶抵抗係数推計結果

　ライフライン途絶状況下における生産活動へ

の影響調査の結果を用い，業種別途絶係数を求

める。この際，産業部門 i に分類される事業所 j
の途絶抵抗係数を以下の式で求める。

表３　電力途絶への対策

表４　水道途絶への対策
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ここで， はライフラインの供給状態

X のもとでどの程度生産活動可能かを示す指標

であり，0（生産不可能），1（通常時の生産レベル）

の間の値をとる。また，ξは事業所の属性，E，W，

G は電力，水道，ガスの供給状態を表す変数で

ある。i 産業全体の途絶抵抗係数を各事業所の途

絶抵抗係数の平均値として表現すると

となる。ただし，n は産業 i のサンプル数である。

以上の式に基づき製造業種別に求めた結果が表

5 と表 6 に相当する（有効サンプル数 185）。表

5 は各事業所におけるライフライン途絶への対

策が有効に機能している場合，表 6 は機能して

いない場合（地震災害時における自家発電機の

故障などに相当する）の途絶抵抗係数の値を示

す。対策が機能している場合しか回答がなかっ

たサンプルも多かったため，表 6 に比べて表 5

の有効回答数の方が多い。表中の E，W，G は

それぞれ電力，水，ガスに相当し，製造業全体

のライフライン途絶抵抗値 1）についても参考の

ため記載した。また，鉱業の途絶係数は，被災

状況の内包関係を満たした値となっていないが，

1 件しかないために参考値として掲載した。

　表 5 より，非製造業と製造業のライフライン

途絶抵抗値の相違点として，非製造業の方が電

力途絶に対する抵抗力が大きい点が挙げられる。

製造業全体の途絶抵抗係数の値（0.0533）に対

し，非製造業では約 7 倍程度の値（0.3514）を

取っている。製造業では電力が途絶するとほと

んど事業所活動ができなくなるのに対し，非製

造業では電力が途絶した場合でも 35％程度の活

動が可能となっている。電力の途絶抵抗係数の

表５　ライフライン途絶抵抗係数推計結果（各事業所の対策が有効に機能している場合，○：供給支障なし，

×：供給支障あり）

表６　ライフライン途絶抵抗係数推計結果（各事業所の対策が有効に機能していない場合，○：供給支障

なし，×：供給支障あり）
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値が最も小さいのは建設（0.2500），次いで対事

業所サービス（0.2625），卸売り・小売業（0.2742）

であり，電力に依存した活動形態をとっている

ものと考えられる。

　水の単独の途絶に対しては，非製造業の途絶

係数の値（0.6270）が製造業の値（0.5533）より

若干大きな値を取っている。非製造業では，不

動産（0.5000），対個人サービス（0.5156），医療

（0.5583）における水の途絶抵抗係数の値が小さ

くなっている。対個人サービスには飲食店など

も含まれており，表 2 からも分かるように水の

使用量の多い産業である。

　ガスの途絶に対しては製造業と非製造業の途

絶抵抗係数はほぼ同様の値を取っており，3 種

類のライフラインでは最も途絶の影響が小さく

なっている。その他公共サービス（0.3750）は

途絶抵抗係数の値が他産業と比べて小さな値を

取っているが，サンプル数が 2 件と少なく，追

加調査による検討が必要である。

　対策効果が発揮できていない表 6 のケースと

表 5 とを比べると，表 5 の方が各途絶パターン

に対して，数パーセント程度途絶抵抗係数が大

きくなっている産業が多い。サンプル数の少な

いその他公共サービスを除いた途絶抵抗係数の

平均値への寄与の大きさで比較すると，金融・

保険（＋ 0.0773）や医療（＋ 0.0616）において

対策の効果が発揮されているものと考えられる。

金融・保険や医療は表 3，4 においても対策率や

対策件数の多い部門として挙げられており，途

絶抵抗係数にも対策の影響が現れている。

　最後に，通信に対する途絶抵抗係数の推計値

を表 7 に示す。通信ライフラインとしては，携

帯電話を含めることを明記し，電話，インター

ネットなどの外部との連絡が一切取れない状況

設定を意図した。非製造業全体の途絶抵抗係数

は 0.4119 となり，電力の途絶と同じくらいの

大きな影響を及ぼすことが分かる。特に運輸

（0.2721）や通信（0.3295）において途絶抵抗係

数の値が小さく，逆に医療（0.6225）や対事業

所サービス（0.5192）の途絶抵抗係数の値は大

きい。医療は地域密着型であるため，患者が直

接訪問する可能性が高く，通信に依存しない自

律分散的な活動が行えるものと考えられる。

　通信産業は，光ファイバーなどの通信インフ

ラを管理する事業所だけでなく，プロバイダと

Web 開発業務を行うインターネット付随サービ

ス関連の事業所など，様々な事業所が含まれて

いる。自社の通信施設が破損した状況における

電気通信サービスの提供は物理的に不可能であ

るが，付随サービスなどに関連して通信途絶下

においても継続が可能な業務が存在するものと

考えられる。

　3.3　ライフライン復旧の効果

　電力，ガス，水道について 8 通りの途絶パター

ン（二水準三要素の実験計画）を設定した理由

は，各ライフライン間の相互作用の分析にある。

例えば，他のライフラインが途絶した状態とそ

うでない状態では，同じライフラインの途絶で

もその影響が異なることが知られている 1）。そ

こで，様々なライフライン途絶状況下において

各ライフラインが復旧した場合における途絶抵

抗係数の変化について分析を行う。

　表 8 は表 5 の結果に基づき算出したものであ

る。縦軸は復旧前におけるライフラインの途絶

パターンを示し，横軸はその状態において被災

しているライフラインのうち一種類が復旧した

状態を示す。従って，表中の値は各被災状態で

電力，水，ガスのうちどれか一つが回復した場

表７　通信ライフライン途絶抵抗係数推計結果

（○：供給支障なし，×：供給支障あり）
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合に途絶抵抗係数がどの程度大きくなるかを示

したものである。表 8 の結果から分かるように，

全てのライフラインが被災した状況においては

電力を回復させることが業務停止の制約を解消

する上で最も効果的であり，つづいて水，ガス

の順に復旧させることが効果的となった。ただ

し，電力が復旧していない状態における水とガ

スの復旧順序についてはそれほど大差が発生し

ないものと考えられる。

　3.4　生産活動停止後の被害顕在化までの日数

について

　ライフライン途絶などに伴い事業所活動が停

止，停滞した場合，その期間が各産業にどのよ

うな影響を及ぼし得るかについて検討を行う。

そこで以下では，二種類の設問から得られた回

答の集計結果について分析を行う。一つ目は，

どの程度の期間であれば大きな損失を出さずに

耐え得ることができるかを尋ねたものであり，

二つ目は活動停止が長期にわたる場合，それが

どれくらいの期間であれば事業の撤退・廃止を

検討しなければいけないかを尋ねたものである。

まず，一つ目の設問に関しては，図 4 に集計結

果をまとめた。一日も許容できない事業所の割

合が多い産業としては金融・保険，通信，鉱業

などが 挙げられるが，平均値でみると運輸（1.84

日），通信（2.68 日）などが比較的早い段階にお

いて活動停止による損失が発生する。一方，そ

の他公共サービス（7.25 日）や不動産（9.09 日）

などは活動停止日数が比較的遅い段階において

被害が顕在化するものと推定される。

　図 5 は二つ目の設問項目に対する集計結果を

示したものである。農林水産業や通信において，

一週間でも活動を停止すると死活問題に発展す

ると答えた企業の割合が大きいことが分かる。

平均値で比較すると医療（30 日），農林水産業

（35.09 日）の順に事業の撤退・廃止を検討せざ

るを得ない産業が生じる。一方，金融・保険

（118.14 日），不動産（101.56 日）の順に長期の

図４　被害が顕在化するまでの日数 図５　廃業・撤退に至るまでの限界営業停止日数

表８　ライフライン復旧による途絶抵抗係数の変化
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営業停止に対しても事業存続の割合が高くなっ

ている。

　さて，表 9 は途絶抵抗係数も含め，業種別に

クロス集計した結果である。金融・保険はライ

フライン途絶や長期間の活動停止に対して抵抗

力が大きい産業であるが，営業停止が発生する

と比較的早い段階で経済的な被害が生じる。ま

た，医療は他産業に比べてライフラインの停止

に対して対策の施されている産業であるが，途

絶抵抗係数の平均値は 3 番目に小さく，短期・

長期の活動停止に対して脆弱な側面を持つ。よ

り一層の対策が求められよう。その他産業に関

しても，ライフライン途絶に伴って発生する被

害の規模，活動停止による時間的な影響は異なっ

ていることが分かる。

４．まとめ

　本報告では災害時のライフライン（電力，水道，

ガス , 通信）途絶に伴う経済被害を推計するた

めの指標として途絶抵抗係数に着目し，愛知県・

静岡県の非製造業を対象とした調査結果につい

て紹介を行った。

　途絶抵抗係数を推計した結果，製造業に比べ

て電力途絶に対する抵抗力が高いことや，医療，

金融・保険業ではライフライン途絶への対策導

入率が高く，これら産業の途絶抵抗係数にも反

映されていることが明らかとなった。また，地

震災害時などを想定した複数ライフラインの同

表９　産業別の途絶抵抗係数と被害の顕在化する

日数の関係
時途絶を考慮した指標を推計したことで，ライ

フラインが個別に復旧した場合の経済被害軽減

効果も評価できる。

　次いで，被害が顕在化する場合や撤退・廃業

せざるを得ない場合の事業停止日数についての

調査結果をまとめた。例えば，金融・保険のよ

うに長期の事業停止に対する抵抗力は大きいが，

営業停止が発生すると比較的早い段階で経済的

な被害が顕在化する産業など，産業別に様々な

パターンで事業停止の時間的影響が発生すると

いう結果が得られた。

　以上，本研究では，経済被害推計のための基

礎データとなるライフライン途絶抵抗係数や事

業停止日数の影響について推計・分析を行った。

これら情報は，地域経済の防災対応能力評価の

ためのベンチマークとしても活用され得る。

　今後，実災害を対象とした推計結果との比較

をはじめ，途絶抵抗係数の継続的な追加検討・

更新を行うとともに，地域間交易などのより広

域な現象を含む地域経済モデルやライフライン

被害想定などの工学モデルとの融合を図ること

が重要と考える。
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